第五次医療法改正
新医療法の施行を受けて
　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                      税理士　田添　正寿

1. 医療法人制度に関する第五次医療法改正の主なポイント

　　　医療法改正案　＝　良質な医療を提供する体制を図るための医療法等の一部を改正する法律案　

　　　2006年（平成18）年2月10日　通常国会に提出

　　　　　　　　　　　　　6月14日　成立　6月21日公布

　　　2007年（平成19）年4月1日　施行

　　（改正趣旨）

· 株式会社の医療参入を阻止するための制度的明確化を図った

· 今回の改正で持分のない医療法人にし、残余財産の帰属先も非営利であることを明確化

1 平成19年4月1日以後の医療法人制度

· 新設される社会医療法人

· 財団である医療法人（財団医療法人）又は社団である医療法人で持分の定めのないもの（持分の定めのない社団医療法人）

· 社団である医療法人で持分の定めのあるもの（持分の定めのある社団医療法人）といわゆる「出資額限度法人」は、経過措置型に位置付けられ、当分の間、存続が認められることとなった。

2 医療経営の基本原則を医療法に明記

　医療経営の基本原則として、医療法人の自主的運営基盤の強化や運営の透明性の確保が医療法に明記された。具体的には、

　「医療法人は、自主的にその運営基盤の強化を図るとともに、その提供する医療の質の向上その運営の透明性を図り、その地域における医療の重要な担い手としての役割を積極的に果たすよう努めなければならない」とされた。

地域医療を確実に提供するという医業経営の原則を明確化

ただし、罰則はなし

3 解散時の残余財産の帰属先を医療法に明記

　医療法人の非営利性を徹底する観点から、医療法人が定款等に残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける場合には、ア、国　イ、地方公共団体　ロ、医療法人その他の医療提供者で厚生労働省令で定めるもののうちから選定されるようにしなければならない。
　医療法44条4項

第2項第9号に掲げる事項（解散に関する規定）中に、残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける場合には、その者は、国若しくは地方公共団体又は医療法人その他の医療を提供する者であって厚生労働省令で定めるもののうちから選定されるようにしなければならない。
既存の医療法人は経過措置あり

新医療法施行前に設立された医療法人（施行前に設立認可申請を行った医療法

人）は、「当分の間」、この残余財産に関する規定を適用しない。

医療法附則10条（残余財産に関する経過措置）１項

	新医療法第44条第４項の規定は､施行日以後に申請された同条第1項の認可に
ついて適用し、施行日前に申請された同項の認可については、なお従前の例に
よる。


医療法附則10条（残余財産に関する経過措置）2項

	施行日前に設立された医療法人又は施行日前に医療法第44条第1項の規定による認可の申請をし、施行日以後に設立の認可を受けた医療法人であって、施行日後において、その定款又は寄付行為に残余財産の帰属すべき者に関する規定を設けていないもの又は残余財産の帰属すべき者として新医療法第44条第4項に規定する者以外の者を規定しているものについては、当分の間 ( 当該医療法人が、施行日以後に、残余財産の帰属すべき者として、同項に規定する者を定めることを内容とする定款又は寄付行為を変更した場合には、 当該定款又は寄付行為の変更につき医療法人第50条第1項の認可を受けるまでの間)、新医療法第50条第4項の規定は適用せず、旧医療法第56条の規定は、なおその効力を有する。


· 「当分の間」の法的意味・・・期限を切らない＝永久的という概念

　　　　　「当分の間」のカッコ書きに注意！

4 医療法人の業務範囲の拡大

　・医療法人が地方自治法第244条の2第3項に規定する指定管理者として公の施設である病院、診療所又は介護老人保健施設を管理する場合、この業務が医療法人の「本来業務」として行われるものであることが明確化された。　
　

・医療法人が行うことができる附帯業務の範囲の拡大が図られた
　　　平成19年4月1日以後、医療法人（社会医療法人を含む。）が第2種社会福祉事業（児童家庭支援センターを除く。）の実施及び老人福祉法第29条1項に規定する有料老人ホームの設置ができることとなった。
　また、社会医療法人に限って、第１種社会福祉事業（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、救護施設、更生施設及び経費老人ホーム（Ａ型、Ｂ型）を除く。）の実施ができるようになった。
有料老人ホームの設置

特別医療法にしか認められなかった有料老人ホームの設置が、すべての医療

法人に認められた。

5 医療法人の管理体制の見直し

　医療法人の内部管理体制の明確化を通じた効率的な医業経営の推進を図る目的で、理事もしくは監事又は社員総会若しくは評議員会の各機能を明確にすることとされた。

・役員の任期は2年を超えることができない。

・社団医療法人は定款に社員総会に関する事項を定めることとされた。
　　　　そして、少なくとも毎年1回は定時総会を開催するよう明記された。その際の議決権について、一人一個ということも明記された。
・財団医療法人は、寄付行為に評議員会及び評議員に関する規定を定めることとされた。

・監事の職務は、医療法人の業務監査と財産状況の監査をすることと医療法に明記された。また、監事は監査報告書の作成が義務付けられた。

　　　　　　このように監事を中心とした医療法人の経営チェック体制が構築されることとなった。

旧医療法人では定めのなかった社員総会に関する規定の明文化

従来は定款に委ねていた。

医療法人の運営規律の法律化＝自立的な運営を促すための必要最低限の規律の

法律化
医療法48条の3

	社団たる医療法人の理事長は、少なくとも毎年1回、定時社員総会を開かなければならない。
2  理事長は、必要があると認めるときは、いつでも臨時社員総会を招集することができる。
3  議長は、社員総会において選任する。
4  理事長は、総社員の５分の１以上の社員から会議に付議すべき示して臨時社員総会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から20日以内に、これを召集しなければならない。ただし、総社員の５分の１の割合については、定款でこれを下回る割合を定めることができる。
5  社員総会は、定款に別段の定めがある場合を除き、総社員の過半数の出席がなければ、その議事を開き、議決することができない。
6  社員総会の議事は、定款に別段の定めがある場合を除き、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
7  前項の場合において、議長は、社員として議決に加わることができない。


医療法48条の3

	社員は、各1個の議決権を有する。


役員に関する追加規定

理事・・・医療法人の運営を執行する。

医療法46条の2

	役員の任期は、２年を超えることはできない。ただし、再任を防げない。


· ２年毎に役員変更登記が必要となる。

監事の職務の明確化

監事・・・医療法人の業務、財政状態を管理、監督する。

監事の職務について、医療法に明記

従来は、民法の規定に準じていた。

医療法46条の4、3項「監事の職務は、次のとおりとする」

	一 医療法人の業務を監査すること
二 医療法人の財産の状況を監査すること
三 医療法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告を作成し、
　 当該会計年度終了後3月以内に社員総会又は理事に提出すること
四 第1号又は第2号の規定による監査の結果、医療法人の業務又は財産に関し
　 不正の行為又は法令若しくは定款若しくは寄付行為に違反する重大な事実
　 があることを発見したときは、これを都道府県知事又は社員総会若しくは評
議委員会に報告すること
五 社団たる医療法人の監事にあっては、前号の報告をするために必要があると
きは、社員総会を招集すること
六 財団たる医療法人の監事にあっては、第4号の報告をするために必要がある
ときは、理事長に対して評議委員会の招集を請求すること
七 医療法人の業務又は財産の状況について、理事に対して意見を述べること


　　　

6 事業報告書等の作成・閲覧に関する規定の整備
1、 事業報告書等の作成と都道府県知事への届出

　医療法人の透明性の確保を図る観点から、事業報告書等の作成、都道府県知事への届出及び閲覧に関する規定が整備された。

・医療法人は、毎会計年度終了後2ヶ月以内に事業報告書等を作成することとされた。事業報告書等とは、事業報告書、貸借対照表、財産目録、損益計算書、その他労働厚生省令で定める書類をいう。

　　　　　　理事はこれら事業報告書等を監事に提出しなければならない。

・医療法人は、事業報告書等、監事の監査報告書を毎会計年度終了後3ヶ月以内に、都道府県知事に届けなければならない。

2、 事業報告書等の閲覧

・各事務所での閲覧

　　　　　　医療法人は、次に掲げる書類を各事務所に備えておき、その社員若しくは評議員又は、債権者から請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これらを閲覧に供さなければならないとされた。
　　　　　　（閲覧に供される書類）

　　　　　　　事業報告書等、監事の監査報告書、定款又は寄付行為

・都道府県での閲覧

　　　　　医療法人は、事業報告書等、監事の監査報告書を毎会計年度終了後3ヶ　月以内に都道府県知事に届け出なければならない。

　　　　　都道府県知事は、届出された事業報告書等や監事の監査報告書、定款又は寄付行為について、請求があった場合には、これを閲覧に供さなければならない。

　　　　　都道府県でのこれらの書類の閲覧は、過去3年間に届け出たものについて行われることとされる。

　　　　　

7 医療法人の会計

「医療法人の会計は、一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うものとする。」という規定が設けられた。

　　　今後、医療法人の会計処理が公正妥当な会計処理基準で行われるよう検討が

　　　 進められる。2007（平成19）年４月から医療法人会計基準導入を目指す方針。リース会計、退職給付会計、税効果会計等の導入？

医療法人の会計：＊1983（昭和58）年に改正された病院会計基準を基本として

　　　　　　　　　処理

＊診療所の会計基準は、病院会計準則を適用することが望ましい

病院の会計処理：病院会計準則を適用しなければならない。

　　　　厚生労働省：2004（平成16）年に病院会計準則を改正

　　　　この新しい病院会計準則の適用は医療法人の任意

8 医療法人の資産要件の見直し

医療法人の資産要件として定められてきた自己資本比率20％に関する要件は廃止され、医療法人は、開設する病院診療所又は介護老人保健施設に必要な施設、設備又は資金を有しなければならないとされた。
9 基金拠出型の医療法人制度の創設

　　　医療法人の非営利性を徹底するため、持分の定めのない社団医療法人については、その活動の原資となる資金の調達手段として、定款の定めるところにより基金制度を採用することができるとされた。
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